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1.東 京商法会議所設立前史の経済団体
今 も,経 済団体連合会 ・経済同友会 ・日本経営者団体連盟などの経済団体 に所属する資本家・
経営者が政治家や政府 ・国会 に働 きかけて立法や政策の決定に指針を与 え,そ の団体の利益を
追求 しようとする官民協調の動 きをみることがで きる。その経済団体の先馳的な 「東京商法会
議所」に研究の焦点 を絞 り,そ の設立の歴史的意義 とその役割をみることにしたい。 とりわけ,
わが国の資本主義の成立過程で,経 済団体の活動が経済 ・外交 などの政策に影響 したかみるこ
とを課題 としたい。
その分析をまえに,日 本経済団体の始 まりは 「東京商法会議所」にあるといわれ るが,そ の
先駆的経済団体 としての 「座」「株仲間」「江戸町会所」「東京営繕会議所」「東京会議所」があ
り,こ れを簡単にみてお く必要があるだろう。商業会議所の源流 として,ヨ ーロッパでは中世
さかのぼ
商人ギル ド(MerchantGuild),日 本では,「座」・「株仲間」に遡ることができるだ ろう。商人
ギル ドは中世遠隔地市場 に活躍 した交易商人が,共 同防衛や取引先 との商権確保を目的に自発
的に結成 した団体であった。それが組織 に成長 し,都 市に定着 して商人ギル ドの権利 を守る利
益共同体 となった と考 えられ る。その権利 は商業独占権,利 益分配の請求権,共 同購入権など
であ り,一 方,相 互扶助の連帯責任を負い,商 品の規格や品質保証の義務 を負 うのである。ギ
ル ドは11世 紀 ごろ発生 し,最 初 は業者の発達を図る目的で成立 したが,の ちに販路安定,競 争
排除,生 産 ・取引の独 占を図 る保守的機関 とな り,1部 富裕商人が都市貴族 となって自治権を
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得て都市行政を支配する時期 もあった。その後手工業がヨーロッパで隆盛 し,商 業ギル ドの傘
下にあった手工業者が同業者組合(CraftGuild)を 組織 し,商 人ギル ドと市政参与権 をめ ぐり
対抗 して中世自由都市を運営した歴史 をもっている。
この ヨーロッパのギル ド制 に類似 しているのが日本 の座 ・株仲間であり,集 団組織 としては
飛鳥時代に成立 したといわれる信仰集団の 「講」,南 北朝動乱期に農民(名 主層)の 地縁的自治
組織 「惣」な ど同業利益集団を,そ の起源 としてあげることがで きるとおもう。
座は鎌倉 ・室町時代 に公家 ・寺社を本所 として保護 をうけ,座 衆は座役を納め3そ の見返 り
に関銭や市場税 を免除され,そ のうえ販売独占権 を得た中世商工業者の同業組合組織 といえる。
この座 は生産 と販売が分化 して商人座 と職人座が設けられ,商 人座は 「長老株」「年寄」が,職
このこうべ
人座は 「兄 部」が統率 し,座 衆の行動 を規制するために 「座法」が定められ,最 初,座 への加
入 は容易であったが,座 衆の世襲制が認められるようになると閉鎖的 とな り新規加入は難 しく
なっていった。座の機能 は本所(権 力者)と 結びついた排他的独 占権であ り,そ の権益が商品
流通の発展 と戦国大名の座の否定政策=楽 市楽座 によって,秀 吉の時代に姿 を消 した。しかし,
同業組合組織は内分仲間 として底辺では活動 していた。家光時代の慶安元(1648)年 に治安 目
的 として質屋 ・風呂屋を制限してその看板 を売買書入(鑑 札)す ることを許 した。 これが株仲
間であり,同 業組合組織 の再興の始 まりである。 その後商品貨幣経済が発展 し,吉 宗時代の享
保年間には両替屋を始めしだいに他業種にその結成が広がった。家治時代 に入 り,田 沼意次が
老中となってか ら,冥 加金収入を目的に 「願株」制を認め積極的に株仲間 を公認 していった。
田沼 は株仲間の公認 に当って,は じめは貿易品の統制を治安的取締 りの必要 と良品の製作 ・販
売 ・不良品の取締 りな ど取引上の規制の必要から認めたが,や がて財政的見地か ら運上 ・冥加
金の徴収,御 用金の下命など幕府からの命令伝達機関 として利用 した。幕府 は株仲間に未加入
の同業者を取締 り株仲間を保護 した。 ところが天保12(1841)年,家 屋時代の老中水野忠邦に
よって,物 価騰貴の要因が株仲間の操作によるものと判断 して,株 仲間を解散させたのである。
しか し,結 果 は経済 を混乱 し物価騰貴は収まらず,そ のうえ冥加金が納まらず財政的危機 に陥
り,嘉 永4(1851)年 老中阿部正弘によって株仲間は再興 された。
明治新政府が樹立 して も,株 仲間組織の存続は認め られ,政 府の商法司(明 治元年設置)通
商司(明 治2年 設置)の 流通政策 のなかで活動していた。商法司,通 商司の傘下に都市株仲間
組織 を母胎 とした通商会社 ・為替会社を設立させて,全 国的商品流通統制 と貿易の管理 を依託
した。 しか し,そ の政策 は失敗 し,商 法司が明治2(1869)年 に,通 商司が明治4(1871)年 に
廃止 されて,両 会社 も営業不振で解散 した。この頃より封建的経済諸規制の解除を求める声が
強 く,政 府 もこれへの対応を迫 られた。封建的諸規制の解除の重要な課題は 「営業の自由」 と
「私的所有権の確立」である。政府の進めた営業 自由政策をみると明治元年の移動の自由を認
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めるための関所の廃止,翌2年 の津留めの禁止,明 治5(1872)年 職業選択の自由による農民・
武士の商業活動の自由政策であ り,株 仲間は明治3(1870)年 か ら明治6(1873)年 にかけて,
府県令 をもって,逐 次解散が命 じられ株仲間制度の長い歴史は終った1)。
しかし,商 法会議所に連なる機関 として 「江戸町会所」がある。田沼の失脚 によって大老 と
なった松平定信は,寛 政3(1791)年12月 に凶荒の炎厄に備 えて 「7分 積金・囲籾」を諸大名
に命 じ,そ れを管理するために町会所 を設立 した。江戸の町会所 は設立の翌寛政4年 の江戸の
大火や天保4(1833)年 の大飢餓で罹災窮民 を救 うなど名主層を中心 とした町民の運用す る自
治組織 として,ま た福祉機関 として多 くの実績 を残 している。その会所 も明治維新 によって7
分積立ては明治元年6月 に一時停止するが,翌 年積み立てを再開した。 しか し,明 治3(1830)
年12月 地代の取立て と窮民の救憾の業務 を残 し,積 み立てば廃止 された。明治5(1872)年3
月東京府はついに会所の解散を命 じ,そ の積立金穀 と所有の土地建物は東京府に移管すること
にした。しかし,移 管 をうけた東京府は会所の資産は町民積み立ての財産であり,東 京府で管
理 ・運用することに疑念 をもち時の知事大久保利通 と大蔵大輔井上馨 と協議の結果,会 所 に変
る民間機関を設立することにした。
それが 「東京営繕会議所」である。明治5年8月 日本橋 に旧町会所の資産をもとに,道 路橋
梁の営繕に当る東京市民の自治組織=東 京営繕会議所 を設立 した。その管理 ・運用は旧町会所
が市政機関である名主制 を利用 したが,営 繕所では市民の有力者による自主運営に任されてい
た。 この事から,営 繕会議所は町会所より,つ ぎの商業会議所機関に近 い組織に連なるものと
いえる2)。しかし,そ の会議所の管理・運営には多 くの問題が残された。第1に 市民の共有財産
を道路 ・橋梁の修策のみに費やしてよいか。第2に 「会議規制」がな く会議所選出委員が市民
の利益代表者 として運営で きるのかなどの問題があった。そこで,会 議所は明治5年9月 に営
繕会議所改革のため 「会議規制」を議定 して東京府 に届けてこれを認め,名 称 も 「東京会議所」
と改めた。会議所委員のなかか ら三井の番頭三野村利右衛門を頭取 として選び,副 頭取4名,
掛員9名 を選出した。明治8(1875)年4月 に第一国立銀行頭取渋沢栄一が会議所の委員に任
命 され,毎 任期会頭に当選 して実 に30年 間東京会議所か ら東京商業会議所に改編後 も会議所の
発展に寄与 した。会議所の事業 も営繕時代の地代の取立てと道路橋梁の修築事業から各種の公
益事業に広 める運営 を行 うこととなった。その主な事業 をみてみると明治6(1873)年 には修
路事業,養 育院の施設事業,さ らに街灯事業,明 治8年 は共同墓地(青 山 ・谷中など)の 開拓
造成を行 った。さらに,明 治6年 には商業教育事業に乗 りだ し10月31日 に大久保知事は商法
1)白 戸伸一 「明治前期における封建的経済諸規制の解除 と同業組合」
浅田毅衛編著 「殖産興業政策の軌跡」白桃書房,所 収,第6章 参照。
2)東 京商工会議所100年 史編纂委員会 「東京商工会議所100年 史」1979年,18～20頁 参照。
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講習所(の ちに,東 京商業学校,東 京高等商業学校 と改称。現在の一橋大学)の 経営 を会議所
に命 じた。 この商業教育事業は渋沢の渡仏後の時論で,東 京高等商業学校の育成だけでな く,
明治大学商学部の創設への協力 をはじめ多 くの私大の商業学校への援助 を惜 しまなか ったこと
を付記 しておきたい。
こうして東京会議所が公益事業 を中心に事業を進めたが,そ の頃,大 久保内務卿を中心 に中
央集権的な政治体制が整備 されつつあり,一 方で民選議院設立など自由民権運動が激 しくなっ
ていった。 このような情勢のなか政府は明治8(1875)年3回 にわたって地方民情 を知るために
府知事 ・県令を召集 して地方官会議 を開 き,世 論工作 を行った。地方官会議では地方の道路 ・
橋梁 ・堤防 ・.地方警察 ・地方民令 ・貧民救助などの諸問題が討議 されて,東 京会議所 の渋沢 ・
福地源一郎,成 島柳水 らは会議所の半官半民的な現機関 を民意を代表する公選民会にすること
を主張 した。そして,そ の改革案を府知事に提出したが,府 知事 より東京府の共有資金の管理
を目的 とした府知事の諮問機関 として設立 された東京会議所が,政 治機関である民会 に変換す
ることは,著 しい逸脱であるとして反対 された。そこで,東 京会議所 は,基 本性格の変革を避
け,議 事には 「議事規則」 を行務には 「行務章程」を定め,内 部機構の根本的な刷新 によって
実質的改革 を進 め,明 治9(1876)年1月 よりこれを実施 した3)。新議事規則 によって,委 員を
議院 と改称 し,全 議院の投票によって渋沢を会頭に,福 地を副会頭に選 んだ。 その内部刷新を
行なってい る時,運 動資金が集 まらず財政が厳 しくな り,行 務の達成が困難 となった。その事
か ら会議所 では5月25日 行務 と共有金残額 を府庁 に還納 した。そのうえ,会 議員 と区町村総代
人 との間に議事権をめ ぐる混乱が生 じ,会 の管理 ・運営に支障 をきた したため,12月 に会議を
開いて自らの手で東京会議所の解散を決定 した4)。
東京会議所の解散は,資 本主義の形成 を視野において運営 した手工業者 と公共事業の管理 ・
運営者 としての府庁地方官僚 との間に矛盾が表面化 した ともいえる。 したがって,会 議所の活
動 に参加 した手工業者は半官半民的諮問機関か ら自らが管理運営してい く新 しい組織 「東京商
法会議所」設立運動に活躍 してい くことになる。
ここで,日 本の先馳的経済団体の組織 的性格 を整理すると,座 ・株仲間は権力と癒着 し排他
的独 占組織であり,町 会所 ・東京営繕会議所 ・東京会議所は名主 ・商工業者が幕府 ・市政への
公益事業にたいする半官半民的組織の二つの性格 と流れをみることができる。 したがって,先
馳的経済団体 と東京商法会議 との連 なりを直線的に結びつけることはできない。また,ヨ ー ロッ
パのギル ド制 と商工会議 との歴史的系譜論 を簡単 に結論づけることはできない。それを明 らか
3)「 同書 」23～24頁 参 照。
4)渋 谷 栄 一 述 「青 渕 回顧 録 」 上 巻,刊 行 会,416～7頁 。
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にするためにも,東 京商法会議所の設立についてみることにする。
II.東 京商法会議所設立とその歴史的背景
東京商法会議所が設立 されたのは明治11(1878)年3月 であり,同 年8月 大阪,10月 神戸に
と今日の商工会議の前身である商法会議所が相つぎ設立 された。この年は西南の役 を鎮圧 し政
府が内外 にその力 を示す時であった。国内では地方 自治を進 めるために 「郡区町村編制方」・
「地方税規則」「府県会規則」の三新法を制定 し,東 京府 をはじめ各府県会を発足させ自由民権
運動に対抗 して,富 国強兵を柱 とした殖産興業政策を急ぎ進めることであ り,対 外的には幕末
に結ばれた治外法権を認め,関 税 自主権を失 った不平等条約改正への取組みである。
この二つの課題 は商法会議所設立 と深い関係 をもつことから,こ こで,こ の問題 をみておき
たい。 まず,明 治政府の殖産興業政策の基本 として,開 国によって知 らされた 日本経済の立遅
れを取返 し,欧 米先進国に追いつ くために,近 代資本主義制度 と産業革命の終った先進国から
の機械制工業の導入政策 を進めた。明治6年 政変によって成立 した大久保政権の殖産興業政策
は佐賀の乱,征 台の役などの政治的内乱が鎮静した明治8(1875)年 以降であった。その政策
は初期の殖産興業政策の変更 ・廃棄ではな く,修 正 ・補充の型で進められた。はじめに大久保
は内務省 を創設 して各省の行政権 を縮少 し,自 ら内務卿 となってその権利を集中して,流 通分
野(流 通 ・宿駅 ・回漕など)の 修正政策から進めた。陸運宿駅政策では内務省によって通運継
立業の免許を与 え,政 府下請の特権的運送独占企業 を成立 させ,海 運廻漕業務では佐賀の乱と
征台の役の軍事運送に協力した三菱蒸汽船会社に政府買上船18隻 と1ヶ 年25万 円の運航費助
成金を下付 して三井 と並ぶ不動な政商資本にの し上げた。一方三井には明治9(1876)年 三井物
産会社の創設 を認め,こ れに政府の米穀買収 ・輸出,官 営三池炭鉱の石炭の独占的売買権 など
の特権的商権 を三井物産 に与えた。工部省の伊藤卿の もとでは,「 日本坑法」を制定 して鉱 山経
営か ら外国資本 を排除し,王 有主義の もと 「鉄 と石炭」を中心 とした陸 ・海軍 ・工部省の三省
共同で一大製鉄所の建設構想のもと総合的軍事工業技術体系による軍事関連産業 を創設 した。
これ らの殖産興業資金の調達 と運用は大隈大蔵卿のもとで進め られ,明 治9年 国立銀行条例を
改正 して準備金か ら殖産興業資金の民間事業貸付 を容易にし,ま た,華 士族の金禄公債 を国立
銀行へ投資することを認 め,準 備金の民間融資 と粗製乱造 された全国の国立銀行の資金運用,
貸付が行なわれた華士族 の鉄道会社などの資金 となった。会議所設立の中心的人物渋沢 は明治
6年 大蔵省租税正を辞 してか ら第1国 立銀行の総監役 ・頭取 として経営に活躍 し,さ らに華族
銀行=第15国 立銀行や抄紙会社(の ちの王子製紙)の 設立 に関与 しなが ら財界の指導的役割を
果たしながら東京商法会議所設立 の活動 を行なっていたのである。大阪商法会社の設立者五代
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友厚 も外国官判事,大 阪府判事の行政官僚から下野して,関 西貿易社 ・阪堺鉄道会など関西の
多 くの事業設立に関与 し,大 阪商法会議所設立運動を進めていた5)。
もう一つの課題条約改正の問題は安政元(1854)年 に結ばれた和親条約にみられる。それは
治外法権 と関税自主権のない植民地的条約であり,こ れを改正することが明治政府にとって悲
願 ともいえる。政府は4年10月 に岩倉具視公を特命全権大使 とした48名 の大派遣全権団で改
正交渉 にあたったが全て失敗 し,そ の後の改正交渉も行 きづまっていた。そこで,大 久保内務
卿は9年 寺島宗則外務卿 に各国に条約改正交渉を進めるよう要請 した。その改正交渉に強 く反
ば くしたのがイギリス公使パークスであった。その改正交渉過程で日本国民世論の反発が強い
ことを強調 した外務卿に対 し,公 使 はそれを実証する商工業者の世論を結集す る代表機関がな
いではないかと反論 したという。 この対話が商法会議所の設立の重要な動機 となる大事な資料
であ り,会議所設立請願者渋沢が残 した大隈重信大蔵卿 との対話の回顧記録を紹介しておこう。
「私は銀行業者であったけれ ど,前 々か らの関係 で大隈侯とは常 に親密に心安 く往 き来してい
たが,明 治11年 であったか と思 うが,突 然侯か ら商法会議所,今 日の所謂商業会議所 を作 りた
いと思 うが どうしたらよかろうか,と 相談があった。恰度英米などにはチェムバー ・オブ ・コ`
マース というのがあって国家の法律 に依 らず,一 般商人の申合せで団体組織 を為 して事実立派
にやって居 るか ら,私は充分やれると答 えたのである。すると愈々やるならば政府で年1,000円
位の補助をすると云 うことであった。何故斯 くも至急に商法会議所の設立が必要 となったかと
云ふに,条 約改正に当って,我 国当局者が彼の英公使パークスに交渉して 『輿論が許 さないか
ら改正 されたい』と云った処 『日本に輿論があるか,商 人が申立てると云うけれども,何 によっ
て云 はれるのか,日 本 には多数の集合協議する仕組がないではないか,個 々銘々の違った申出
では輿論ではない』との意味で却って反駁 して来 た。一中略一其処で条約改正に輿論が必要であ
る。輿論を作 る場所 を形式的に作ろうとし,弦 に商法会議所の創設 となったのである。」6)この
渋沢の回顧録で明らかとなったことは商法会議所の設置が条約改正交渉のための商工業者の世
論 を代表する機関 として政府の上か ら誘導された機関であることと 「東京府下 ノ有志紳商等ヲ
喚起 シテ会議 ノ団体 ヲ今 日二組織 シテ商工 ノ公益 ヲ謀ラシム可シ」ηとする殖産興業政策遂行
のための機関であり,事 業者の利益機関で もある二つの意図をもって設立されたとみることが
できる。この事情を端的に伝 えているのが 『東京商工会沿革始末』であろう。「此時二当リ商工
業 ヲ奨励 スルハ積極的政治ノ要務 ナレハ商工団体ノ意見如何 ヲ知ルハ欠ク可カラザルノ必要ナ
ルニ,我 国ニハ欧米諸国二於ケル商業会議所ノ如キ設立モナク,共 萌芽 トモ望ム可カリケル東
5)殖 産興業政策については,拙 者 「殖産興業政策の軌跡」1997年,白 桃書房を参照して欲 しい。
6)青 淵光生 「商業会議所に就て」1916年 『竜門雑誌」第451号 所収。
7)東 京商工会残務整理委員会編 「東京商工会沿革始末」1892年,17頁 。
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京会議所ハ既二解散シタリ,例 ヘハ税則改正議ノ如キモ当路ハ誰二向テ之 ヲ諮問スヘキ乎宜ク
先ツ府下ノ有志紳商等 ヲ喚起 シテ会議ノ団体 ヲ今 日二組織 シテー以下略一」8)と商工業者の自
治団体 として商法会議所 を組織 し,殖 産興業政策の一環 としての商工業問題 を審議する機関 と
する意図を読み取ることができる。
つぎに,渋 沢を始めとして商工会議の範 としたヨーロッパの商工会議所をみることにする。
東京商法会議所が設立 されたのが明治11(1878)年 であり,そ の当時すでに設置 され活躍 して
いた先進国の商工会議所の経済団体 を紹介 しておこう。
フランス会議所=マ ルセーユ(1599年 設立),ダ ンケルク(1700年),リ ヨン,ボ ル ドー,ツ ー
ルーズ(以 上1701年),パ リ(1803年)。
アメ リカ会議所=ニ ューヨーク(1768年),チ ャールス トン(1773年),フ ィラデルフィア(1801
年),ボ ス トン(1836年)。
イギリス会議所=グ ラスゴー(1783年),エ ジンバラ(1796年),マ ンチェスター(1794年),
バーミンガム(1813年),リ バプール(1850年)。
ド イ ツ会議所=ケ ルン(1803年),フ ランクフル ト(1808年),ジ ュッセル ドルフ(1831年),
ミュンヘン(1843年),ブ レーメン(1849年),ハ ンブルク(1867年)。
イタリア会議所=フ ローレンス(1770年),ミ ラノ(1796年),ロ ーマ(1870年)。
ベルギー会議所=ア ンベルス(1803年),ブ ラッセル(1875年)。
オランダ会議所=ア ムステルダム,ロ ッテルダム(1810～13年)9)。
その他,ロ ン ドン会議所が1881年 設立でベル リン会議所 は1901年 の設立であり,世 界的に
みて,日 本の商法会議所の発祥が著 しく遅れているとはいえない。
ヨーロッパの商業会議所(ChamberofCommerce)に}まその設立の性格か ら,フ ランスに
代表される国王特許の議院制立法組織 とイギリス,ア メ リカにみられる会員制任意組織 とに分
類することができる。フランスの商業会議所 は世界最初のマルセーユにみられるように1650年
に国王の特許 を受 けた任意組織であったが1700年 の勅令 によってダンケルク ・リヨンな どの
10ヶ 所に地方商業会議所が設立 された時点か ら,商 工業者の法的代表機関,政 府の諮問機関と
しての任務 と商工業奨励や振興のための公的機関としての任務を有していた。フランス革命に
よって会議所 は解体されたが,1802年 ナポレオン執政の命令 によって22都 市の商業会議所が
復活 した。 この新会議所は商工業者の集会 によって選ばれた議員によって運営する法的代表機
関 として,そ の経費は営業税に対する付加税 によって支弁され政府の諮問機関としての任務 も
8)同 上 書,16～7頁 。
9)「 東 京 商 工 会 議所100年 史 」 『前 掲 書 』45～6頁 。
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復活 した。これがナポレオンのヨーロッパへの進攻政策 によって,大 陸諸国に浸透 した ものと
考 えられる。 これに対 して,イ ギリス,ア メリカの商工会議所はイギ リス植民地時代にアメリ
カのニューヨークでイギリスよりも15年 前に,当 時航海条例,印 紙条例などの重商主義的植民
地政策をめ ぐって,本 国 との激 しい争いのなかニュー ヨーク商人が結束 して設立 した歴史をも
ち,イ ギ リスは1783年 アメ リカとの植民地戦争によって煙草を中心とした海上貿易の利益を失
なったグラスゴーの商人がその難局 を商工業者団結 して救 うために設置 したのが始 まりであ
る。両組織 とも会員制任意団体であ り,私 法上の商業会議所であるlo)。
この二つの会議所の流れのなかで,渋 沢が商法会議所の設立で選んだのはイギリス ・アメリ
カ型の会議所であり,そ こで,イ ギ リスに焦点 を合せてその設立経緯 と組織の動向 をイギ リス
経済団体の研究者横井勝彦氏の研究に依拠 しながらみることにする。横井氏は 「イギ リスの商
業会議所は地域利害 を担 う自主的な経済団体であ り,参 加業者の動機 ・利害関係 も一様ではな
く,党派的色彩 は一般に薄 く特定の闘争課題 を掲 げた政治団体や政府機関 とも性格は異なる」ll)
と組織の性格 を指摘 し,そ の歴史について 「産業革命以降の資本主義経済の急速な発展 と密接
な関係 にあった」としてイギ リス商業会議所3番 目設立の 「マ ンチェスター商業会議(the
ManchesterChamberofCommerce)」を取 り上 げて,そ の設立の経緯 をつぎのように説明さ
れる。「ランカシャー綿業の中心都市マンチェスターにおいては,1774年 に貿易保護奨励委員会
(theCommitteefortheProtectionandEncouragementofTrade)が結成 され,こ れがそ
の後 に組織の再編を重ねつつ,1794年 にはかのマンチェスター商業会議所の創設に帰結 したの
であった。」'1》と「19世紀イギ リス産業の真の議会」とまでいわれたマンチェスター商業会議所
の設立を分析 され,イ ギリスの商業会議所が全国的規模で発展 したのは19世 紀中葉であった と
次のように検討された。「1860年 に全国商業会議所連合(theAssociationofChambersof
CommerceoftheUnitedKingdom)が創設され,イ ギリス商工業界は全国組織の政府圧力団
体 としての体制を整 えるが,も とより,それは各地への商業会議所の普及を前提 としていた。」12)
と述べ,そ の「大半の設立時期は産業革命期以降19世 紀中葉までの期間に属 してお り,と くに
ロンドン商業会議所(theLondonChamberofCommerce)が1881年と他の主要商業会議所
よりも大幅 におくれたにもかかわ らず,そ の直後 には早 くもイギリス最大の規模をもち活動す
る姿 に着目され,そ の分析を深めている。
ロン ドン商業会議所の設立の歴史的背景は19世 紀の中葉から台頭 してきた ヨーロッパ・アメ
10)「 同上 書 」47～8頁 参 照 。
11)横 井勝 彦 「ロ ン ドン商業 会 議 所 と帝 国 政策 一1881～1914年 」1992年 『明大 商 学論 叢 』第75巻,第2,3,4
号 所収,191頁 。
12)「 同上 書 」191頁 。
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リカ諸国との競争が激化 し,イ ギ リスの海外権益への危機感の高まりのなかで生 まれ,海 外市
場の保護 ・開拓を課題 とした政府への要請から活動が始 まるのである。具体的にはロンドン会
議所が主催して 「帝国商業会議所会議」を1886年7月 に開き,商 工業者の利益を守 るための本
国 と植民地間の通商関係を論議 し,植 民地への資本輸出と帝国膨張政策への結論を政府 に要請
する運動 を展開 していったis》。
以上,渋 沢が模範 としたイギ リス商業会議所 をみてきたが,こ れが東京商法会議所設立にど
のように反映されたかをつぎにみていぎだい。
III.東 京商法会議所の設立 と運営機構
府会に近い半官半民的組織東京会議所が明治10年12月 に解散 されてから3ヶ 月後の11年
3月 東京府知事よ り認可された 「東京商法会議所」の具体的経緯 と内容をみることにする。
10年12月27日 に東京府知事楠本正隆に次の発起人の名で商法会議所の設立の願書 を提出
していた。発起人は第一国立銀行頭取渋沢栄一,三 井物産会社社長益田孝,日 報社社長福地源
一郎,雑 業三野村利助,西 洋織物商大倉喜八郎,生 糸米穀商渋沢喜作,米 商会所頭取竹中邦香,
両替商米倉一平の8名 であり,そ の設立願書は 「商法 ヲ講 シ商則 ヲ議シテ一般通商上 ノ成規慣
法ヲ改良タラシメ,又 新案 ヲ設ケテ更二其便益 ヲ増ス事 ヲ謀ルハ,方 今官府二於テ孜々御経理
アラセラル 〉ト錐モ情ラ之 ヲ実際二観察スルニ,其 規画ノ当時二道スルヲ得ルニ非 レハ縦令1,
100ノ 思考 ヲ尽 シテ燦然不欠ノ法則 ヲ編成スルモ,之 ヲ実施スルニ当テハ却テ人情 ト背馳 シテ
終二充分ノ効 ヲ奏スルニ至ラサルノ類古今其例少ナカラサル事ニテー中略一欧米各国二於テ多
ク商法会議所ノ設ケアル所以ニシテ,而 シテ一旦其設立 ヲ得ルニ於テハ,独 り合同諸員ノ各其
軽業二付テ友誼 ヲ厚 クシ意向ヲ同フスルノ益アルノミナラス,共 二全般ノ公利 ヲ保護 シ或ハ新
報 ヲ廣酬 シ或ハ紛議 ヲ仲裁スル等,其 世益 ヲ稗補 スル事実二少々タラサルニ付,私 共愛二相発
起 シテ東京府下二於テ此商法会議所設立仕度一後略一」14)と出願 した。さらに発起人 は商法会議
所の経費(商 業調査 ・録事 ・翻訳者 ・事務関係者の俸給など)が,全 員の拠出金でもって賄 う
ことが難 しい と,内 務省勧商局長河瀬秀治に補助金の支給 を請願 した。
これらの請願が認められたのが11年3月12日 であった。その認可の直接の動機 は,す でに
みたように,政 府の殖産興業政策による内外貿易促進策 と条約改正の商工業者世論形成 の機関
づ くり政策に起因 したことはいうまでもない。 この ことを渋沢自身 「青淵回顧録」で 「時の工
13)「 同 上 書 」192～5頁 。
14)前 掲 「回議 録 」 第7類 。
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部卿 は伊藤博文公,大 蔵卿大隈重信侯であったが,何 れも私が在官当時から引続 き親交のある
方ではあるし而 も相当進んだ考へを持 って居 られたか ら,此 事を相談 した処が,両 氏 とも非常
に賛成されて,進 んで其の団体組織 に霊力せらる〉事 となった。一実業家の私が唱道 しただけ
では,之 れが実現はなかなか困難であったろうが,工 部卿,大 蔵卿等が先 きに立って誘導され
る事 となったのであるか ら,私 の希望 は意外に早 く進行 し,其 年(明 治10年)の 暮に東京商法
会議所設立認可を府知事まで請願す る運 びとな り,翌 年3月 に許可せ られ,而 も木挽町に商法
会議所 を新築 して無償で之れを交付 され年千円の保護金 をも下付 される事 となったのであ
る。」is)と政府 の指導保護 によって,商 法会議所が設立 したことを認識 しながら,事 業者の利益
代表機関 としてのイギ リス型の近代的経済団体を目指す設立願書での発起人の意図 とその問題
点をみる必要がある。
設立願書では,第1に 商法会議所を商工業者の代表機関 として,事 業者の意見(世 論)を 反
映する場であること。第2に 商工業者の連絡 ・親睦 ・啓発する機関とすること。第3に 事業者
間の紛争を仲裁 し,相 互の利害を調整する機関 とすること。の3つ の内容をもって東京商法会
議所を設立することを請願 している。 この設立願書では自発的経済団体 を目指 しながら一方で
会議所経費や家屋にいたるまで政府から下附され,官 庁による上からの指導保護 を受けるとい
う 「二重性」 をもつ機関として設立された ことは現実である。これは日本の商法会議所がさき
にみたイギリス商業会議所の地域的利益 を代表す る自発的経済団体で政治的地位の低い性格 と
フランス ・ドイツ商業会議所の組織や技能を国家に統制されなが ら,行 政機関の一端 として組
織 と機能 をもつ両国の二つの性格 をもって設立されたことは明らかである。 この東京商法会議
所の 「二重性」は,発 起人事業者の 「本音 と建前」論か,「 国益私葺の一致」論か,あ るいは歴
史的 「集団主義」理念によるものなのか,会 議所規則や活動からその実態をみてみたい。
商法会議所の規則 は第1章 議員,選 挙及其進退,第2章 役員及其職掌,第3章 議員会議の第
21款 と議事規則の第20条 か ら構成 されてお り,こ の規約は会議所の内容 を知 るうえで大事 な
資料ではあるが,そ れが長文であることか らここでは性格を知 るための重要な条項 だけを取 り
あげてみることにしたい。第一章の議員選出 と資格の問題では 「第一款凡 ソ東京商法会議所ノ
議員ハ定数 ヲ設ケズ,東 京府下二住居(本 籍又ハ寄留ニチモ)シ テ現二商業 ヲ営 ミ若クハ農工
商二関係スルノ業ヲ営 ミ,相 応ノ家産 ヲ有 シ,年 令20才 以上ノ者八部テ議員タル ヲ得ベシ。但
シ次ノ2項 二曲ル者ハ議員タルヲ得ズ。第1項 詐欺騙隔若クハ坐職ノ刑二処セラル 〉者,第2
項身代限 リノ処分ヲ受ケ未タ其義務 ヲ償却セザル者,第2款 議員タラン ト欲スル者ハ当会議所
ノ議員二紹介 ヲ請フ可 シ。第3款 議員 ヲ紹介セン ト欲 スル者ハ其姓名職業及其人 ノ履歴大略ヲ
15)前 掲 「青 淵 回 顧 録」 上,421頁 。
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会頭二通知ス可 シ。会頭ハ其次ノ定式会議 ヲ以 テ之ヲ全会二報告 シ衆議 ヲ以 テ之 ヲ許否 ス可
シ。一第4・5・6款 略一」 この第1章 で注目されるのは,議 員の定数や任期がな く,議 員 にな
るためには会議所議員の紹介 ・推薦により全総会の衆議で決定される規定で他からの干渉のな
な
い商工業の任意団体 と見倣すことができる。第2章 の役員の規定では 「第7款 当会議所 二於テ
役員ヲ設クルコ左ノ如シ。理事本員会頭1名 ・第一副会頭1名 ・第二副会頭1名 ・書記 ・翻訳
方 ・筆生 ・会計方,理 事委員内国商業事務委員5名 ・外国貿易事務委員5名 ・運輸船舶事務委
員5名 。一第8・9・10・11・12款 略一第14款 内国商業外国貿易及ビ運輸船舶事務3課,委 員
ハ各課二随テ其事 ヲ調査ス。一第15・16款 略一」16)この章での役員選考などには問題がないと思
うが,第14款 の理事委員の調査活動のなかに農・工が含 まれず,内 外商業 と運輸船舶の3課 の
事務 に限られていることをどのように理解するか問題が残 る。 このことで考えられることは,
東京商法会議所設立の明治11年 頃の日本経済は農業では寄生地主的小農経営を主体 としてお
り,工 業は在来産業が未成熟で官営事業によって占められており,商 業資本による流通活動が
主軸 とした重商主義段階にあることを物語っている。 したがって,会 議所の構成員 も商業資本
が中心 として構成 されている。これを山口和雄氏の調査からみると,第1回 の44名 の構成員の
うち,生 糸 ・米 ・織物問屋などの流通業者が15名 で国立銀行 ・為替会所の金融業者が14名 で,
川崎造船などの生産業者は5名 に過 ぎず,残 りの13名 は職業不明者であることか ら,こ れが実
証 されている17)。この規則が改正 され,前 記の3課 に農 ・工が調査事務 に加わったのは,明 治
13(1880)年3月 である。その理由として増設願書は 「農業ノ如キ工芸ノ如キハ共二商業上至
大ノ関係 ヲ有スルモノニシテ,現 二我国海外輸出二供スル品物中重要ノ地位ヲ占ムル生紙茶ノ
如キー トシテ農産二係ラゼルモノ無之,又 工芸品二至 ツテモ近来漸ク其声価ヲ欧米市場二博セ
ン トスルノ景況二立至 リ,労以盛衰得失等 ヲ対尋研究スルハ今 日ノ急務ニシテー以下略一」18)と
わが国の主要輸出品が在来の農業で作 りだす生糸 ・茶 ・などであ り,和 紙や織物など副業的家
内工業の工芸品であ り,こ れを調査 してわが国の輸出を拡大する必要性 を請願 した。したがっ
て,2課 の増設はあ くまでも商業資本の活動 を拡充強化を目的とした ものであり,こ の段階で
も商法会議所は前期的商業資本の利益代表機関であったことを意味す る。
最後に商法会議所の財政問題についてみることにする。先述 したように,そ の財政支出は内
務省勧商局より1ヶ 年1,000円 の保護金で賄われて,有 志議員の任意拠金は積み立 てられた。
しか し,12年3月 より基本財産 を議員全員で積み立てることが議決され,議 員1人 当り毎月5
円ずつ5ヶ 年300円 負担金 を納めることになった。この議員負担金 は積立基金であったが翌13
16)前掲 「東京商工会議所100年 史」40～5頁 。
17)山 口和雄 「明治前期経済の分析」1978年,東 京大学出版会,310～2頁 。
18)東京商工会議所蔵 「東京商法会議所官衙諸達蚊上申書綴」1。
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年 より会議所の活動が活発になるにしたがって,政 府保護金の不足部分を補 う基金 となったが,
13年 の総会で毎月5円 の議員負担金が重 いとの提案で,議 員各 自1ヶ 月1円50銭 ずつの拠出
に修正 された。 こうして会議所の財政は政府の保護金のみに頼 るのではなく,自 己負担金制の
方向へ と移行 しつつあることを示す。商工業者の自発的利益機関の商法会議所が,政 府の保護
金 に依存 して運営される矛盾が財政問題のなかで現れつつあるといえる。 これが14(1881)年
6月,内 務省商務局からの保護金廃止の通達によって,後 述する財政問題が会議所危機 として
一層表面化するのである。 こうした財政の動きのなかで,財 政的自立性 をもたない商法会議所
は政府の指導性の強い諮問機関にならざるを得なかった といえるだろう。
そこで,つ ぎにその東京商法会議所がどのような活動 をしたかをみることにする。
IV.東 京商法会議所の活動
東京商法会議所の活動 として,最 初に取 り上げるのは,設 立の直接的動機 となった不平等条
約改正運動の取組みであろう。会議所 としての条約改正推進活動は明治12(1879)年9月 に商
工業者の意見 を外務卿井上馨 ・大蔵卿大隈重信に具申した 「建言書」 を提出 したことか らはじ
まる。 この建言書は政府か らの誘導によって提出されたことはいうまでもないが,商 工業者の
ヘン パ
意見 として,ま ず税則=海 関税則 をとりあげ,そ れがあまりにも 「偏頗不公理」 にかた よって
不公平であることをつぎのように建言 している。「現行 ノ条約ハ旧政府 ノ末路我邦家ダ外二交際
開カズ内二経験ナキノ時二当テ成立スルモノナレハ其税則ノ如 キハ我得喪ヲ研究 シ利害 ヲ洞察
シテ定ムルニ逞アラズー中略一之ヲ以テ欧米各国ノ間二行ハル 〉者二比セバーモ斯クノ如キ偏
頗不公理ノ者 アルヲ見ザルベ シ」'9)と建言 し,不 公平な条約税則がわが国の国内税 を高 くし,そ
の負担が農民の地租に重 く伸 し掛か り,さ らにそれが農業生産力を阻害し,農 産物の輸出をも
抑制する結果 となっていると説明 し,そ れを解決する方法 として 「速二条約改正 ヲ決行 シ,其
税則 ヲ改定 〆以テ輸入品二相当ノ税額 ヲ増加スル」20)ことが必要であると提言している。
この会議所 の条約改正の論 旨について,永 田正 臣氏はつぎのように整理されている。「一つは
海関税 を増徴することによって地租を軽減せ しめ,以 て農民の生産力 を引 き上 げ,ひ いては輸
出を増大せ しめるということ。もう一つは,輸 入税 を引上げることによって輸入を抑制 し,も っ
て貿易収支の均衡を実現 し,正 貨の流出を抑止す るということである。」2Dと会議所の条約改正
の論 旨が二つの点から成立っていることを説明され,と くに「主張第1点 は,商 法会議所 によっ
19)「 東京 経 済雑 誌 」第13号,明 治12年10月30日,441頁。
20)同 上書,444頁 。
21)永 田正 臣 「明治 期 経済 団体 の 研 究 」1967年,日 刊 労働 通 信社,56頁 。
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て代表される当時のわが国資本家の依存する経済的基盤を知る上で重要である。」として,次 の
諸点 について論及されている。「第1に 政府の殖産興業政策はともあれ,実 際には未だ民間の手
になる産業資本の成長がほとんどみられなかったこと。 したがって資本の活動は専 ら在来生産
物による商業的営み,こ とに外国貿易に向けられていたことである。一中略一第2に 過重 な地租
の負担が農民の生産力の発展 をはばみ,自 主的な産業資本形成 の芽 をつみとり,前 期的生産基
盤の温存を助長 していたことである。か くして会議所の意見には政府 においてまた言論界にお
いて高まりつつあった在来産業の近代化,近 代産業の保護主義の主張は未だ姿を表 してはいな
い。わが国の商品生産の実際の発展が,保 護主義を主張すべき時点にまで到達 していなかった
ことを証するものであろう。」22)と日本経済が今だ前期的生産基盤の うえに展開される商業資本
の活動 こそなお支配的であった ことを主張 される。 この主張について,日 本経済史研究の視点
からは異論 はもちろんないが,商 工会議所の地租軽減→農民生産力の引上げ→農業生産物の輸
出拡大 という図式の建議 と他方で政府の国内税の地租制度,寄 生地主的農業生産の政策の矛盾
を何故建議 しなかったか今後論及の課題 にすべきだ と私は考える。
商法会議所 は,こ うした論 旨か ら条約改正を推進する運動を続 けなが ら,一 方で政府に対 し
次の諸要求 を要請 していた。
第1,沿 海運搬の権 を我に収めんこと。 その理由 として 「我囲タル四囲海環ナルヲ以テ海運
ノコニ於テハ最モ以テ講究セサル可ラスー中略一政府夙二此二所見ア リ故 ヲ以テ早 ク巳二海運
ノ業 ヲシテ我国二成立スルヲ勉メ爾来其保護ヲー下略一。」23)と流通の拡大 と外国貿易の発展 と
関連 して,海 運の発達 を保護助成することを要望 している。
第2,開 港場が少ないために 「隔地二迂廻スルノ労費ヲ省殺」す るために,開 港場の増設を
要望 した。
第3,輸 入定額税が 「海関税ノ徴収法ハ従量税ヲ良シ トスルヲ以テ勉 テ其従価 ノ者 ヲシテ従
量二改定スル ヲ望ム ト錐モ従前ノ税額中ニハ往々不公平ナキヲ免レズー略一」したがって,「適
宜ノ区別 ヲ為シテ以テ可及的平準 ヲ得セシムル」24)必要を要望 し,い わゆる関税 自主権の要求を
要請 した。
第4,海 関における借庫の増築。貿易による倉庫の確保の要求である。
第5,戻 り税の方法の創設。
カンケイ
第6,輸 入品評価の法則の改正。これは従来の輸入品評価の方が「好計」(良 くない計 りごと)
をめ ぐらしているので,「従前評価上ノ法ヲ廃シ更二内外適当ノ商人 ヲ選挙 シテ評価人 ヲ置キ荷
22)同 上 書,57頁 。
23)前 掲,「 東 京 経 済 雑誌 」 第14号,495頁 。
24)「 同 上書 」 第15号,494頁 。
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主 ヨリ告グル処 ノ価格二不相当ノモノアル ヲ認ムル コーハ此 ノ評価人 ノ鑑定査報ヲ徴 シ之二曲テ
必ズ収税」すれば「其好計 ヲ施スルニ術ナクシテ相当ノ税額 ヲ徴収スルヲ得ベ シ」25)と提案 して
いる。
第7,輸 入品課税方法の改正。現行の従価税制が公平でないことを指摘 し,「原価二従フノ法
ヲ改メラレ而シテ此原価二加 フルニ港場迄の入費ハ勿論又我国二運送スル迄ノ運搬費用 ヲ以テ
シ其総額二従 ヒ収税 スキコハ其税ハ囲ノ遠近二従テ軽重ナク果 シテ公平 ヲ得ベキ」26)ことを主
張 している。
第8,海 関税 は我本位貨幣を以て徴収すること。 これは現行条約では各国の一分銀で収税す
ることになってお り,悪 貨のメキシコ銀が流入するなど,「我政府力収税上二損失 ヲ被ムリタル
少ナカラザ リシ」したがって 「本位貨幣 ヲ制定シタル ノ今 日二於テハ総テ此本位貨幣 ヲ以て収
納スベキ」27)と提案 している。
以上,条 約改正に伴 う8つ の要望は,公 平な貿易の発展などの商法会議所本来の姿=勧 商的
立場 を提案するもの として評価することができる。
ここで,東 京に続いて11年8月 に設立 された大阪商法会議所の活動の様子を東京 との比較史
的検討 を試みてみたい。
大阪商法会議所は明治11年7月 五代友厚 ・藤田伝三郎 ・広瀬宰平 など15名 の発起人連署を
もって,「 欧米各国二於テ多ク商法会議所ノ設ケ有之,其 実践 ヲ伝聞セシニ,頗 ル便益ヲ極メ,
既二東京府下二於テハ有志ノ者発起其筋へ上願許可 ヲ蒙 りタル趣,御 府下ノ儀商家稠密物物品
輻湊ノ地,然 ルニ各 自旧慣二安 ンシ,商 則モ不相立 ヨリ一般 ノ公利 ヲ興ス能ス。一以下略一」28)
の設立願書 を大阪府知事渡辺昇 に提出し,1ヶ 月後の8月27日 に東京についで許可 された。東
ショウヨウ
京商法会議所の設立動機が条約改正による政府の 「懲 悪」によって設立されたが,大 阪ではそ
れに加 えて江戸時代から24組 問屋 ・株仲間など旧団体組織活動の強い大阪商人の性格がその願
書に反映されている。大阪では維新政府の明治元(1868)年 銀目,関 所廃止,翌2年 の津留め
の禁止,さ らに明治5(1872)年 の株仲間の開放 などの経済政策によって,大 阪商業の伝統的
流通秩序が崩壊 し,そ の再建 を商法会議所に求めた と考 えられる。それはつぎの活動のなかに
みられる。設立の推進力 となった政府の諮問 「外交条約改正」意見の提出は翌年10月1年 間討
議 して行われたが,「商業仲間設置議案」は設立の翌月の9月2日 に総会に提出されている。そ
の設置議案の主 旨は 「政府束縛 ヲ解テ,農 工商 自由之権利 ヲ有スル事 ヲ得 タルハ,万 民ノ幸福
25)「 同 上 書 」第15号,511頁 。
26)「 同 上 書 」 第15号,512頁 。
27)「 同 上 書 」 第15号,512～3頁 。
28)大 阪 商 工 会 議 所 「大 阪 商工 会 議 所100年 史 」1978年,55～6頁 。
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ナ リ。併 シ一利アレバー害ヲ生ズルモノニシテ,方 今商業ノ景勢ハ自己一身ノ商法二属シ,同
業相扶クルノ法ナク,好 ヲ破 り,業 ヲ勧ムルノ規律ナシ。以下略」29}で,成則12条 を提案審議
し,翌12年9月19日 に大阪府庁に申請 し,同 日その許可を得ている。許可された 「各商仲間
通常規則」では,明 治5年 の 「株仲間解散令」に対する往昔の仲間の復旧ではな く,「今府下ノ
諸商一般ノ景況を熟和スルニ同業 ト錐モ相扶クルノ法ナ リ,一 人一己ノ利二趨 リテ,全 国ノ弊
害 トナル ヲ顧 ミズ,商 事漸次に衰廃スルノ姿ア リ。之 ヲ大二振ハ シメン ト欲スルニハ規則 ヲ設
ケテ,弊 害ヲ除クノ方法 ヲ立テザルベカラザル事,(第1条)」30)と 同業団結 と商業規則の設定の
必要を唱道 していることが注 目される。その積極的取組みは大阪商法会議所 における同業者組
織化運動のなかにみることができる31)。
これに対 して東京 は明治12年2月 渋沢会頭 より総会 に各商同業組合の設置 を提案されたが
それは官庁の干渉をまね くとして反対意見があるなど積極的対応がみられたが,討 議のうえ可
決され,3月 に東京府知事に建議書を提出,即 認可されたが,そ の後の活動 も積極的ではなかっ
たといえる。 これについて,大 阪商工会議100年 史は 「一応東京が新式工業,大 工業の地であ
り,大 阪が旧来の商店 ・問屋の町であったことにもよろうが,ま だ当時はその差はそれほ どで
もないか ら,む しろ東京が官権の保護にすが り,経 済的再建 をはかったのに対 し,大 阪の方は
自主的に,同 業の相互扶助 と親和 に生 きる道を求めたか らではあるまいか。」32)述 べている。
ここで官権の保護の一つ大阪商法会議所への交付金 をみてみると政府勧商局 より1ヶ 年1,000
円,大 阪府庁か ら奨励金1,500円 を下付 されてお り,東 京 と大きな違いのないことを付記 して
おこう。
最後 に大阪の条約改正問題への取組みについて,み ることにする。明治11年 設立直後条約改
正,関 税改正に関して大蔵省関税局 より諮問があり,翌 年1月20日 まで討議 してその答申を会
頭五代友厚の名 をもってなされている。その内容の特質をみると,ま ず貿易については 「我貿
易上ノ景況ハ方二異常 ヲ呈シ将来 ノ衰兆 ヲ今日二見出ス」にいたった とし,明 治元年から12年
6月 までの輸入超過が6,900万 円余に達 していることを指摘 し,そ の原因について 「輸入品ハ
廉価美麗便利ナルニ由リ内国人民心ヲ傾ケ之ヲ用 フルノ風頓二流行スルニ至 リ其通常ノ輸出品
ヨリ生ズル所ノ購買力 ヲモ顧 ミズ又尚ホ融通金銀貨及 ピ其秘蔵スル所ノ古金銀二至ル迄モ悉ク
拗チ以テ之レニ充テタルヨリ斯ク輸入ノ増額 ヲ来セシモノ」とし,「現行条約 ト税則 トカ善良ナ
ル」33)ためではなかった とし,現 行条約 と税則 とを改正する必要 を建議 している。その改善策 と
29)「 同上書」92頁 。
30)「 同上書」93頁 。
31)白戸伸一 「明治前期における封建的諸規制の解除と同業組合」1997年,白 桃書房 ・浅田編著 「殖産興業政策
の軌跡」所収,第6章 参照のこと。
32)大 阪商工会議所 「前掲書」97～8頁 。
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してつぎの3点 を具体的に提唱した。第1に 海関税の増徴によって歳入の増額 をはかることで
あり,第2に 海運の便 を改良すること,第3に 良港を開設することであり,「我 力理財上 ノ要点
ニシテ欠ク可ラサル所 ナリ若 シ此3要 点ニ シテーモ欠ルモノアレバ輸出品 ヲ増進スル能ハス輸
入品モ亦増進スルヲ得サルベシ」34)とし,勧 商的観点に立って条約改正,税 則改訂を主張してい
る。条約改正問題の大阪の意見は流通面からの施策が中心であることを特徴 としている。
さらに,両 商法会議所の事業活動 として,政 府機関や府庁か らの調査 ・諮問への答申や逆に
会議所か らの諸機関への建議 などがあ り,そ の代表的な事項 を列記 してみよう。
明治14(1881)年8月 に太政官法制部から商法編纂の参考 とするために,商 務局長 を経て会
議所 に 「商事慣習」の調査報告が もとめられた諮問活動である。調査項目は(1)商人商業及 ヒ商
業帳簿ノ事,(2)商 事上ノ抵当及 ヒ其特権ノ事,(3)売 買 ヲ媒介スル者 ノ事,(4)売 買ノ事,(5)破 約
ノ事,(6)売 主ノ事(7)買 主ノ事,(8)運 送ノ事の6項 目で,東 京では10月 に大阪では翌年3月 に
詳細 な調査 をし答申した35)。その内容は当時の商慣習を知るうえで貴重な資料価値 をもつ と思
うがそれが膨大な報告内容文であ り,残 念ながら割愛する。 もう一つ代表的な商法会議所への
15(1882)年4月 農商務省か らの 「紙幣整理の影響」についての調査諮問である。周知のよう
にこの諮問は「14年政変」で松方正義が大蔵卿に就任 し紙幣整理 と日本銀行設立政策を断行 し,
不況が深 まりつつあった時期であ り,そ の不況の状況 を知るための調査である。その農商務省
の諮問事項 はつぎの11項 である。1.低 落セシ商品ハ何力,2.低 落ハ何程ナルカ,3.低 落
セサル商品ハ何 力,4.低 落セシ原因及 ビ低落セザル原因,5.金 利ノ最低及 ビ金融ノ景況,
6.農 商家ノ景況,7.諸 製造所 ノ景況,8.諸 職人ノ賃金最低及其景況,9.商 品出入の多
寡,10.船 車賃銭ノ最低及其景況,11.雑 況,総 論,貿 易盛衰ノ景況36)であ り,東 京では2ヶ 月
.を費やして6月 に調査結果を答申した。その内容 は第1項 目から第4項 目までは一括 して答え,
物価の下落がはっきりした形で現れてお り,不 況が深 まっていることを指摘 し,と りわ け米価
の下落による農民購買力の減少が生 じ,不 況が とくに農民に大 きな影響 を及ぼし,そ れが商家
の景気の停滞 を生みだしていることを答申している。第5項 以下についてはそれぞれ個別で答
えているが,こ こでは一括 してその要 旨のみを述べておきたい。まず,金 融動向については,
わが国の金利が都市 ・農村を問わず騰貴 しており,そ れが通貨の収縮 ・金融逼迫をもたらし,
米価の下落:,生 糸荷物の渋滞,納 租期限の短縮などとくに農民経済の窮迫に連な り,商 業 ・製
造業 ・貿易の不振に連動 して労働者の生活をもおびやか していることを報告 している。答申の
33)「 前掲 書 」 東 京 経済 雑 誌 ・第16号,544頁 。
34)「 同上 書 」第17号,577頁 。
35)東 京商 工会 議 所85年 史,1966年,364～76頁 参 照。
36)「 同上 書 」378～80頁 。
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むすび として 「願 クハ貨幣ノ制度漸ク改良二趣 キ,市 場流通貨幣 ヲシテ伸縮自ラ補 フノ妙用ヲ
有シ,此 急劇ノ変動 ヲ永 ク市場二見ザラン事是本会が常二切望スル所ナ リ」 と不況脱皮 に農民
の租税負担の軽減 と通貨縮減の緩和政策 を要望 している37;。その他の特質すべき会議所の活動
として,「 外商 と横浜聯合生糸荷預所問題」や 「商法学校設立の建議」な どをあげることができ
る。前者の問題 は外商の手に掌握 されていた生糸の輸 出権 を,わ が国の商人の手に回復 しよう
とした東京商法会議所の活動 として注目される。その内容 は14年9月 に横浜生糸売込問屋の有
力者原善三郎,茂 木惣兵衛,渋 沢喜作,馬 越恭平(有 力会員で もある)が 横浜聯合生糸荷預所
を設置 し,荷 主より出荷生糸 を預 り,そ の品質を調査 して預所(倉 庫)に 貯蔵 し,外 商が生糸
を購入する時はこの預所 を通 じて取引することを目的 とした ものであ り,外 商の横暴な取引を
排除する手段であった。 もちろん,こ れに対 して横浜在留外商は反対 し;荷 預所か ら生糸取引
を行わないことを通告 した外商 と日本生糸売込問屋 との抗争に発展 した事件である。 この紛争
は時 日がたつにつれて生糸の滞貨が増大 し,両 者が共倒れとなる危険が生 じたことから,会 議
所会頭渋沢栄一 と副会頭益田孝の日本側代表 と外商代表 とがアメリカ公使の斡旋 によって会談
し,つ ぎのような妥協案が成立 した。第1,共 同の生糸倉庫 を設立すること,第2,倉 庫設立
までは外国商館の倉庫に預け入れ,預 り証及び火災保険証書を交附して取引することの2点 で
あった38)。この和解が外商から商権を回復する試みには失敗 したが,こ の活動を通 じて条約改
正 ・商権回復の必要性 を会員が自覚 し,今 後の活動に自信 をもた らした ものとして評価 される
だろう。
その他東京商法会議所の活動には,「商法学校設立二関スル建議ノ件(明 治14年7月15日,
農商務卿河野敏鎌宛建議),」 など37項 目にわたって活動 し,明 治16(1883)年9月 に再編成さ
れた 「東京商工会議所」 に引継 ぐことになった。 この東京 ・大阪 を中心 とした 「商法会議所」
の諸活動について,さ きに指摘 した 「経済団体の研究者」永田正臣氏 は 「勧商的,流 通主義的
傾向がきわめて強いとい うことである。 しか も前期的性格 を多分にとどめた商業資本の利益代
表機関たる性格が濃厚である。 これは一つには東京であれ大阪であれ,商 法会議所の構成員の
多 くが政商 ・富商か ら成立っていた という事実によるものである。 しか しこれ らの政商,富 商
は,い ずれも当時の代表的財界人であり,い わば日本経済 を代表するような人々であった。こ
のことか らみて,結 局わが国の経済の発展段階その ものが,前 期的な生産様式を根幹 として成
立っていたからにほかな らない。」39)と述べられている。 まさに,商 法会議所時代は封建制から
資本主義への移行期にあ り,そ の経済政策 も「マーカンチリズム(mercantilisrn)」 ・「重商主義」
37)「 同上 書 」381頁 。
38)「 東 京経 済 雑 誌 」第86号,1881年,「 前 掲 」「東 京 商 工 会議 所85年 史」374～6頁 。
39)永 田正 臣 「前 掲 書」134頁 。
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と呼ばれる資本の本源的蓄積の政策体系にあった といえる。維新政府 による殖産興業政策 も未
だ政策段階 にあり,近 代産業資本の形成 も萌芽期であったといえる。
最後 に,明 治14年 までに神戸 ・横浜 ・京都をはじめ34の 都市に設立 された 「商法会議所」
の組織 を性格 についてみておきたい。その組織は範 を近代自由主義的イギ リス ・アメリカの商
工会議所におき,規 約 も民主主義的会議所を目指 した。 しかし実質的には政府の保護を受 け,
政府の殖産興業政策体制の諮問機関 となった。この二つの体質が条約改正交渉の停滞 と長期化
のなかで組織 ・性格の矛盾 として表面化 してい くことになる。それが 「14年政変」後の 「商工
会議所」の設立 をめ ぐる改編運動 に具体的に現れて くると考えられる。 したがって,日 本の商
法会議所 は形式的には政府の保護 を受けず 「会員制任意組織」 として商工業者の利益を増進す
ることを目的とし政府の干渉を排 した自発的 ・自治的組織アメリカ ・イギ リス型商工会議所 を
指向 し,実 質的には,政 府の保護 を受け,特 別法人 として商工行政に対する公法上の補助機関
であるフランス ・ドイツ ・イタリアなどのヨーロッパ大陸型商工会議所 としての二面性をもっ
ていたと結論づけたい。
